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■ 全農改革の加速化 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

〇〇  事事業業のの選選択択とと集集中中をを大大胆胆ににすすすすめめ、、事事業業・・経経営営構構造造のの改改革革をを加加速速化化ししまますす。。  

  

  〇〇  担担いい手手対対応応をを強強化化しし、、地地域域のの特特色色をを活活かかししたた元元気気なな産産地地づづくくりりををすすすすめめまますす。。  

  

  〇〇  生生産産資資材材価価格格引引下下げげ、、赤赤字字事事業業のの収収支支改改善善、、事事業業管管理理費費のの削削減減ににつついいてて、、数数値値目目標標  

をを設設定定しし、、目目にに見見ええるる改改革革ををすすすすめめまますす。。  

  

  〇〇  子子会会社社ににつついいててはは、、事事業業競競争争力力ををももののささししととししてて再再編編強強化化ををははかかるるととととももにに、、事事業業  

      をを括括りりととししたた管管理理をを徹徹底底ししまますす。。  

・ 「新たな事業体制・経営管理」を平成 18 年 7 月総代会決定 ⇒ 事業二段を実現し、新生プランの実践を加速化。 

・  以下を柱として、次期３か年計画（１９～２１年度）を策定。 
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■生産資材コスト低減の取り組み 

１．これまでの取り組み 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

平成 7 年度 8年 9 年 10 年 11 年 12 年 13 年 14 年 15 年 16 年 17 年 

           

           

 

環境と調和した農業における 

生産コスト低減運動 
売れる農産物づくり 

生産対策強化運動 

（平成 7年度～） 

・農薬の直接購買 

・ジェネリック農薬 

・茶色箱化※1 

（平成 8年度～） 

・HELP 農機※2 

（平成 9年度～） 

・アラジン肥料※3

（平成 10 年度～） 

・農薬大型規格品

（平成 13 年度～） 

・共同開発農薬 

・モデル実証圃 

（平成 14 年度～） 

・低コスト原紙※4 

・低コスト耐候性ハウス 

（平成 16 年度～） 

・米麦用紙袋

生産資材費用低減運動 

※1：茶色箱化：高コストの白色、カラー原紙を使用せず、段ボール原紙の地色の「茶色」のままで流通させる取組みのこと。 
※2：HELP 農機：HELPは、「High quality 、Economy、Low price、Power」。低コスト農業支援農機。 

 ※3：アラジン肥料：ヨルダン肥料工場において、日本の製造技術を導入して製造した肥料。 
 ※4：低コスト原紙：全農とメーカーで共同開発した低コスト段ボール原紙。薄くても一定の強度を保ち低コスト化が可能。 
 

◎低コスト資材の普及拡大
◎省力技術、情報提供等組合員の多様なニ
ーズへの対応強化 

 

◎環境・低コストモデル圃場設置に
よる低コスト資材・省力化技術の
実証・普及 

 

◎生産履歴記帳運動（トレーサビリ
ティ）と連動した運動 
◎環境・省力低コストモデル設置に
よる低コスト資材・省力化技術の
普及・拡大 

（平成 12 年度前後～） 

・物流合理化の加速
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２．これまでの取り組みの成果 
 

 

                          【平成 16 肥料年度】 

 

注）アラジン・ＢＢ肥料のコスト低減効果は、同等品と比較したもの。 
同様に、普及率、全農取扱金額対比は、それぞれ全農の取扱う一般高度化成、および高度複合肥料に対する値。 

     

 

                          【平成 16 農薬年度】 

品 目 ＭＹ１００混合剤 ジェイエース 

コスト低減効果 ▲２～２０％ ▲２０～３０％ 

取扱量 普及面積３４０千ｈａ 出荷量４２７トン 

普及率 水田面積対比２１％ 原体ベースシェア８％ 

試算引下額 ７１５百万円 １２０百万円 

 

 

 

 

 

 

品 目 アラジン肥料 ＢＢ肥料 

コスト低減効果 ▲２５％ ▲１０～１５％ 

数量 １０３千トン ２４７千トン 

普及率 ３６％ ２５％ 

試算引下額 １，６２９百万円 ２，１７８百万円 

全農取扱金額対比 １０．６％ ３．２％ 

 

① 肥料・農薬 

●大口農家向け価格の設定 

 ・肥料・農薬の大口農家対策（連合会支出11億円/年） 

○アラジンとは、リン酸・加里原料に恵まれた立地条件にあるヨ

ルダン国の肥料工場において、日本の製造技術を導入して製造

した安価で良品質な肥料です。 

○ＢＢ肥料（粒状配合肥料）とは、地域オーダーメイド商品のこ

とです。地域ごとに最適で効率的な施肥を実現していく低コス

ト肥料です。 

○MY100 混合剤は、水稲除草剤の主力商品です。メーカーと
の共同開発農薬のため、原体に関する権利を取得することで

製品価格を有利に決定できます。 
○ジェイエースは殺虫剤です。ジェネリック（特許切れ）農薬

で、販売価格を低く抑えることができます。 
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②農 機 

 

品目（コスト低減効果） 数値の説明 8 年度 17 年度

段ボール茶色箱化 (▲5～7%) 段ボール箱に占める茶色箱の割合 ３４％ ５７％

低コスト原紙 (▲1～5%) 原紙に占める低コスト原紙の割合 － ４２％

③段ボール 

④物 流 

 

品目（コスト低減効果） 数値の説明 8 年度 17 年度

ＨＥＬＰ農機 (▲10～20%) 
主要 3機種※におけるHELP農機

の取扱割合 
２３％ ６４％

○ＨＥＬＰ農機とは、安心、安全、快適な作業を提供す

る利便性の高い性能を備えながら、従来の同等クラス

の機械に比べ▲10～20％のコスト低減を実現したも
のです。 

 

○茶箱化とは、高コストの白色、カラー原紙を使用せず、

段ボール原紙の地色の「茶色」のままで流通させる取

り組みのことです。 

●物流コストの低減（17年度末累計） 

・農家配送拠点（広域・ＪＡ域）の整備促進状況：38県域・175ＪＡ（うち広域115JA）・140か所（うち広域80か所） 

・上記による物流コスト低減効果 

①金額128億円（うち広域92億円） 

②物流コスト比率（広域の場合）：合理化前平均13.5％ ⇒ 合理化後平均10.2％（▲3.3ポイント） 

  

○広域農家配送拠点：JAが連合会に農家までの戸配送業務（受注から入出庫・保管・配送まで）を委託し、連合会が運営する拠点。 

原則として、１拠点で複数JAをカバーする。広域対応によりJA単独での合理化に比べ、より大きな効果（コスト低減）が実現可能となる。 

○JA域完結拠点：当該JA自身が、JA管内の農家までの戸配送業務を担うため運営する拠点。 

○物流コスト比率＝物流コスト金額（人件費・配送費・保管費等）÷ 戸配送対象品目の取扱金額（肥料・農薬、園芸資材等）。 

※トラクター、コンバイン、乗用田植え機 
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３．これからの取り組み 
 

項  目 取  組  内  容 

○事業コスト低減による手数料の

引き下げ（１６年度比） 

 

・ １８年度：▲１８億円 

・ １９年度：▲２７億円 

・ ２０年度：▲３６億円 

○低コスト資材・農機の提供 

（担い手対策） 

・ 農薬大型規格の拡大（基準規格対比▲５％～３８％の低減効果） 

（１６年度１７品目→２１年度４０品目） 

・ 韓国トラクターの直接輸入（国産同型機に比べ▲３０％の低減効果） 

○港湾・倉庫からの農家直行配

送（担い手対策） 

・ 肥料の満車直行による供給価格の引き下げ（従来価格比▲１０％～１５％の低減効果） 

・ 農家自己取り価格の設定 

○農機・園芸施設のリースへの

助成（担い手対策） 

・ リースによる農機・施設導入支援策として助成 

 

○生産資材（肥料・農薬・園芸資

材他）の物流合理化、流通コス

トの低減 

・ 広域配送拠点の整備促進（１７年度：１１５JA・９２億円→２０年度：２００JA・１６０億円） 

・ 物流コスト比率の低減（目標：合理化後９～１０％） 

・ 流通業者と連携した通いコンテナの導入・普及 

○低コスト・省力化技術の開発・

普及 

・ モデル実証圃の設置拡大（不耕起栽培や環境保全型の籾殻育苗マットなど） 

・ 作物別生産コスト低減技術、資材のメニュー化、事例集の作成と営農技術情報の提供   

 

担い手対策 

・19年度から5年間で総額240億円の対策を実施。そのうち、いわゆる価格対策部分は120～160億円。 
・全県本部に担い手専任担当者(150名)・部署を設置し、担い手のニーズ・課題に対応した事業支援を強化。 
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■コメの流通コスト（集出荷経費）低減の取り組み 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

経費の低減目標 低減の考え方 

 

現行 3,000 円/60 ㎏程度の 

流通コスト(集出荷経費) 

を 20 年産までに、 

2,000 円/60 ㎏以内の可能な

限り低い水準に 

 

● 販売対策費(600 円/60kg)は廃止 

● 現行手数料率の低減 

● 運賃は地域ごとに低減目標を設定し、 

取引運送会社と交渉 


